
  

（単位：百万円）

金　　額 金　　額

流 動 資 産 12,516 流 動 負 債 5,475

現 金 及 び 預 金 164 590

売 掛 金 3,009 1,742

貯 蔵 品 291 974

前 払 費 用 404 692

短 期 貸 付 金 16 31

預 け 金 4,684 438

未 収 入 金 3,824 795

そ の 他 131 210

貸 倒 引 当 金 △ 10

固 定 資 産 65,110 固 定 負 債 111,650

有 形 固 定 資 産 46,028 99,800

建 物 7,905 4,772

構 築 物 56 129

機 械 装 置 84 63

車 両 及 び 運 搬 具 0 349

工 具 器 具 備 品 542 6,312

土 地 37,380 216

建 設 仮 勘 定 59 6

無 形 固 定 資 産 256

ソ フ ト ウ エ ア 221 117,126

そ の 他 35

投資その他の資産 18,825 株　主　資　本 △ 39,498

投 資 有 価 証 券 147 100

関 係 会 社 株 式 11 10,081

長 期 貸 付 金 122 4,704

繰 延 税 金 資 産 7,025 5,377

差 入 保 証 金 11,422 △ 49,680

そ の 他 136 0

貸 倒 引 当 金 △ 40 △ 49,680

別 途 積 立 金 5

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 49,685

△ 39,498

77,627 77,627

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

ホテル券等引換引当金

預 り 保 証 金

資 産 除 去 債 務

固定資産撤去損失引当金

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

買 掛 金

前 受 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 消 費 税 等

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

貸　借　対　照　表
２０２３年３月３１日現在

科　　目 科　　目



  

（単位：円） （単位：百万円）

34,725

8,291

26,434

31,417

4,983

31

47 78

447

31

30 509

5,413

181

171

190

5 548

63

140

121

176 502

5,367

△ 3,373

1,843 △ 1,529

3,837

固 定 資 産 売 却 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

資 産 除 去 債 務 履 行 差 額

そ の 他

税 引 前 当 期 純 損 失

そ の 他

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

原 状 回 復 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雇 用 調 整 助 成 金

そ の 他

経 常 損 失

特 別 利 益

開 業 準 備 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

金　　　　　額

売 上 高

損　益　計　算　書
２０２２年４月　１日から
２０２３年３月３１日まで

売 上 原 価

科　　　　　目



個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等・・・移動平均法に基づく原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品・・・・・移動平均法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

２． 固定資産の減価償却の方法  

（１）有形固定資産 ・・・・・定額法                    

（２）無形固定資産 ・・・・・定額法（ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。） 

（３）リ ー ス 資 産 ・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用し   

ております。 

 

３． 引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(２)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度

に見合う分を計上しております。 

(３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当

事業年度末において発生している額を計上しております。過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)による定額法により按

分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しております。 

(４)役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支

給額を計上しております。 

 



(５)ホテル券等引換引当金 

当社が発行しているホテル券等の未使用分について一定期間経過後に収益に計上し

たものに対して、将来の引換時に発生する損失に備えるため、過去の実績に基づく将来

の引換見込み額を計上しております。 

  （６）固定資産撤去損失引当金 

固定資産撤去工事に備えるため、費用を合理的に見積ることが可能な工事について、

当該見積額を計上しております。 

 

４． 収益及び費用の計上基準 

当社は、主に直営ホテルにおいて宿泊、宴会、レストランに関するサービスを顧客に提供

する事業となっております。当該サービスについては、顧客にサービスを提供した時点で履

行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しております。 

 

５． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

   （１）グループ通算制度の適用 

      阪急阪神ホールディングス株式会社を通算親会社とするグループ通算制度の適用を

受けております。 

   （２）法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

   当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 

2021年 8月 12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する

税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

資産除却債務履行差額は、前事業年度では、損益計算書上、特別利益のその他（前事業年

度 83百万円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度は資産除却債

務履行差額（当事業年度 190百万円）として表示しております。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

 会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出して

おります。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業

年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。 

 

１. 繰延税金資産の回収可能性 

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 7，076百万円（繰延税金負債との相殺前金額） 

 

（2）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第 26号）に従い、中期経営計画により見積もられた将来の課税

所得等に基づき、繰延税金資産を計上しております。 



② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

将来の課税所得の見積りは、中期経営計画を基礎としております。なお、新型コロ

ナウイルスの影響を会計上の見積りに反映するにあたり、次のような仮定を置いてお

ります。 

 当社に影響する社会経済活動は、大別すると以下の３ステップを経て徐々に回復

していくとみております。 

 第 1 ステップ（～2022年 9月）：国内で近場での移動から人の往来が再開し、徐々

に遠方へも含め復していくとともに、フィジカル・ディスタンスの影響も次第に緩和さ

れていく。 

 第 2 ステップ（2022年 10月～2023年 9月）：人の往来が日本国内だけでなく、世

界全体で起こり、徐々に復していく。 

 第 3 ステップ（2023年 10月～）：新型コロナウイルスの影響が一応収束し、国内外

の経済活動が相当程度回復する。 

なお、当社を取り巻く事業環境は、第３ステップに至ったとしてもコロナ前の状態に

完全に復するわけではないとみております。 

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

 課税所得が生じる時期及び金額は、今後の新型コロナウイルスの感染状況に加

え、他の将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際

に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合には、回収可能であると判断される

繰延税金資産の金額が変動し、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可

能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．顧客との契約から生じた債権及び契約負債 

顧客との契約から生じた債権 

売掛金             3,009百万円 

契約負債               

前受金              438百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  39,152百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 158百万円 

長期金銭債権 50百万円 

短期金銭債務 44百万円 

 

  



（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

     営業取引による取引高 

売上高 

仕入高 

47百万円 

403百万円 

     営業取引以外の取引による取引高 

 9百万円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

     普通株式      33,500株 

 

（収益認識に関する注記） 

  収益を理解するための基礎となる情報は（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４. 収

益及び費用の計上基準に記載のとおりです。 

 

（税効果会計に関する注記） 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金及び減損損失の否認等であります。 

 

（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループ会社等からの借入によ

り資金を調達しております。 

    売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

    借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、金利につい

ては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件の期間は 5 年以内とし

ております。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

2023 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。また、「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「買掛金」「未払金」について

は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額 

（１）差入保証金 11,422 10,263 △1,159 

（２）長期借入金 (99,800) (99,802) （2） 

 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の 3 つのレベルに分類しております。 



 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に 

より算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット 

を用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

（１） 差入保証金 

将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値によって算定しており、レ

ベル２の時価に分類しております。 

（２） 長期借入金 

     長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の

信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該帳簿価額を時価としており、レベル 2 の時価に分類しております。固定

金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によって時間を算定しており、レベル 2の時価に分類しており

ます。 

 

 （注２）市場価格のない株式等 

      これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。 

                                

                                     （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式（関係会社株式を含む） 159 

 

  



（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び兄弟会社等 

（単位：百万円） 

属 性 会社等 

の名称 

議決権等の所

有(被所有) 

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引 

金額 

科目 期末 

残高 

親会社の 

子会社 

㈱阪急阪神 

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

ｻﾎﾟｰﾄ 

なし 資金の 

預入・借入 

Ｃ Ｐ Ｓ （注１） 預け金 4,684 

資金の借入 

(注 2) 

－ 長期借入金 99,800 

 

利息の受取 19 － － 

利息の支払 447 － － 

親会社の 

子会社 

阪急阪神 

不動産㈱ 

なし 建物の賃借 

 

賃借料等の 

支払(注３) 

813 前払費用 

 

55 

保証金の 

差入 

－ 差入保証金 4,890 

親会社の 

子会社 

阪急電鉄㈱ なし 建物の賃借 賃借料等の 

支払（注３） 

3,005 前払費用 22 

保証金の 

差入 

－ 差入保証金 3,939 

親会社 阪急阪神 

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 

被所有 

 直接 100.0% 

債務被保証 債務被保証 

（注４） 

99,800 － － 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）当社は、株式会社阪急阪神フィナンシャルサポートと「金銭消費貸借契約」を締結してお

り、阪急阪神ホールディングスグループ内の資金を一元化し、効率的に活用することを目

的としたＣＰＳ（キャッシュプールシステム）を利用しております。そのため、当社の株式会

社阪急阪神フィナンシャルサポートに対する預け金又は短期借入金の残高は日々変動し

ております。 

当該取引については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担

保は提供しておりません。 

（注２）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件の

期間は 5年以内としております。なお、担保は提供しておりません。 

（注３）賃借料の支払については、近隣の取引実勢に基づいて、賃借料を決定しております。 

（注４）株式会社阪急阪神フィナンシャルサポートからの借入金に対して保証を受けています。 

なお、保証料の支払は行っておりません。 

  



 

（１株当たり情報に関する注記） 

  １株当たり純資産額         △1,179,063円 97銭 

  １株当たり当期純損失        114,551円 18銭 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 


